第２２回第１部会（行政推進）概要

日　時　　平成２０年１１月１８日（火）　午後６時３０分～午後８時３０分
場　所　　登別市役所　第１委員会室

出席者　　合田美津子、石亀裕、関修、関川昭雄、田中寛志
説明員　　佐藤財政Ｇ総括主幹、藤本人事・行政管理Ｇ行政管理主幹、堀井財政Ｇ主査、松田人事・行政管理Ｇ主査

事務局　　二階堂企画Ｇ総括主幹、沼田企画Ｇ主査（企画調整）
配布資料
①登別市の財政状況が厳しくなった要因（財政Ｇ）

②中期財政見通し（財政Ｇ）
③平成１９年度中期財政見通しに掲げた「財政健全化に向けた取り組み」の進捗状況（人事・行政管理Ｇ）

議　題　１．登別市の財政状況等について
◎登別市の財政状況が厳しくなった要因及び中期財政見通しについて

❑【資料に基づき説明】登別市の財政状況が厳しくなった要因としては、①三位一体の改革等による臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の削減、②景気低迷や生産人口の減少による市税収入の伸び悩み、③公債費がピークを迎え、高止まりの状態が続くこと、④団塊世代の市職員が多数退職期を迎えることによる退職手当の急増などが挙げられます。（財政Ｇ説明員）
◎平成１９年度中期財政見通しに掲げた「財政健全化に向けた取り組み」の進捗状況

❑【資料に基づき説明】財政健全化に向けた取り組みとして、①行政経費の縮減、②事務事業の見直し、③歳入の確保、④基金の計画的運用と適切な活用に務めています。（人事・行政管理Ｇ説明員）
❑　市民税が減るという見通しはないのか。
❑　退職すると年金収入となるため、高齢化が進むと市税は少なくなります。市内が活性化すると市税収入が増えると考えられますが、楽観的な状況にはありません。（財政Ｇ説明員）

❑　精神的に明るくなるようなことをしなければならないのではいないか。
❑　「明日のまちづくり特別枠」をつくり、来年度予算に反映させようと事務を進めています。（財政Ｇ説明員）

❑　赤字が増えている。財政担当として明るい未来が来ると思うか。

❑　登別市だけではなく、全国的にバブル以降こういった状況になっています。もう少し我慢すれば好転するのではないかと思います。

　　現実的には厳しい状況ではありますが、市民自治推進委員会の活動が活発になれば、明るい希望も持てるのではないかと思います。（財政Ｇ説明員）

❑　突出しているのが人件費。アイデアに頼ることも大事だが、再建団体にならないよう大ナタを振るうことも必要ではないか。

❑　これ以上削減できるのかという思いはあります。３人の職員が２人になればなにか改善しなければこれまでの事務等について対応できません。

　　しかし、これ以上、削減、改善を行うには相当の工夫が必要になるかと思います。
また、団塊の世代が退職すると速いスピードで人件費は少なくなります。（財政Ｇ説明員）

❑　職員が減ることによって市民サービスがこれまでどおりにできなくなる。職員に負担がかかる。こういった状態が続けば、医師不足のような状態になってしまうのではないか。
❑　職員の大量退職は、事前に分かっていたこと。団塊の世代の職員が退職すれば、安い給料の職員が多くなるということ。しっかりと退職職員が事務の引き継ぎをしていただきたい。高額療養費の一連のようなことはもってのほか。
❑　削減は、良いことだと思う。

　　産業クラスター、起業化を積極的に行う必要がある。職員を減らす、給料を減らすだけではなく、市民が行政を頼らず活動する必要がある。
❑　職員の大量退職はわかっていたことなのに、十分な退職手当を積立ていない。職員削減といいながら自然減であり、定年前に退職させているわけではない。「退職に伴い」といった表現でないと納得がいかない。
　　これまでは役所の都合で市民を排除しておきながら困った時に市民の力を求めるとい行うのはご都合主義、こういう体制を自分たちの中できちんと議論することが必要。未だに「協働」とは何かもわからない職員もいる。行政改革の取り組みと合わせてこういった議論をきちんと行政内部で行うことが必要。

市民の意見を批判ととらえないこと。市民の意見は宝の山。ちゃんと受け止めるべき。
❑　批判する側は楽。知恵を出す協力をいかにさせるかが行政にとって必要。
❑　批判であっても将来につながるものであればお聞きしたいと思います。
また、退職手当債の利用についてですが、昔は右肩上がりの経済で、退職手当についても対応が可能と考えていたとも考えられます。（財政Ｇ説明員）

❑　まわりのまちも景気が悪いのだからと安心してもらっては困る。
❑　職員数については、退職した人数よりも採用人数を減らすことにより、総体を減らしているとご理解いただきたい。（財政Ｇ説明員）
❑　精神的に病んでいる職員、働かない職員も市役所には在職していて機能不全となっている。何とかならないものか。
❑　人事院勧告でマイナスということはないのか。）

❑　マイナスになったこともあります。（財政Ｇ説明員）

❑　景気が悪くなると公務員たたきがあるが、給料分働いているのが市民に伝われば納得もできる。そうではない職員を見てきているからたたかれる。そうならないよう努めてほしい。これからは市民の力が必要とされる。情報公開をして、市民の参画を募るべき。
❑　税収率を上げるための戦略があったら教えてほしい。

❑　現在、タイヤロックなどをしたり、給料などの差し押さえなどをしている。こういった活動が後々、効果を表すと考えている。（財政Ｇ説明員）
❑　市の催しなども無料ではなくいくらかでも取るべき。
❑　受益者負担をさせるべき。無料で行うのは良くない。いくらかでも利用する人に負担してもらうべき。
❑　財政の職員は市の職員で一番優秀なのだから、１５億収入が減ったらどうすべきという案を作ってほしい。

議　題　２．ふるさと納税制度とパブリックコメントの経過について
❑　市民自治推進委員会の皆さんからふるさと納税制度とパブリックコメントについてのご意見をいただきました。
ふるさと納税の「１．寄付金をどのような事業に活用するか」については、１２件のご意見をいただきました。

その主なものは、寄付金は教育に使ってはどうか。使い道の前提は市が示すべき。歴史的な事業に使うべき。新しい観光事業に使うべき。ボランティアや福祉活動に使うべき。まちづくり計画に使うべきなどの意見が寄せられました。

「２．寄付金は全額事業に充てるべきか」については、１２件のご意見をいただきました。

　　その主なものは、全額対象事業に充てるべき。ポイント制の導入。寄付金の２割位を特産物でお返しすべきなどの意見がありました。

パブリックコメントの「１．パブリックコメントを行う対象」については、１２件のご意見がありました。
その主なものは、予算規模のガイドラインを決める。市民生活に直結した施策すべて。計画、条例などの意見をいただきました。

「２．どのような方法で意見をお聞きすべきか」についても１２件のご意見をいただきました。

その主なものは、あらゆる方法で門戸を開くべき。すべてを速やかに公開。町内会単位で意見を集約。関係団体から意見をもらう。団体との意見交換が必要などの意見がありました。（事務局）

❑　ふるさと納税は入ってくるばかりではなく、出る部分もある。どう考えるべきか。
❑　今回、説明いただいたのは、市民から意見をもらってもそのあとのフィードバックがない。そういうやりとりをしていただきたくて話をしてもらった。
❑　いただいた意見は骨子作成の参考にさせていただく。その際、氏名は伏せますが、いただいた意見についてお示しさせていただきます。（事務局）

議　題　３．運営委員会報告
❑　前回の運営委員会では、①第６部会からの提言（市立図書館）についての行政からの回答、②第４部会からの提言（鷲別地区活性化、ステップアップ、観光地体験事業）についての行政からの回答、③構想日本の事業仕分けについて行政からの説明、④高額療養費の問題について行政からの経過説明があったほか、第１部会からは市民自治推進委員会の検証について検討すべきとの意見を述べておきました。検証については、次回の運営委員会で話し合われることとなっています。
❑　市民自治推進委員会についての検証とはどういう意味か。
❑　現在の委員の任期は来年３月いっぱいで切れます。その前にも市民自治推進委員会の検証をしようと話をしました。

議　題　４．研修会について
❑　市民自治推進委員会の研修会については、次回の運営委員会にかけたいと思います。フォーラムでの議論の検討等について何か意見がありませんか。
　　例示として、市民自治推進委員会の検証についてテーマとして挙げさせていただいた。

　　フォーラムを行う場合、昨年と同じスタイルでも良いし、皆さんの意見をお聞きしたい。開催は２月ごろになりますか？
❑　２月か３月頃になるかと思いますが、フォーラムのたたき台がない状態なので、確定できません。
❑　具体案がないと話が進まない。
❑　市民自治推進委員会の２年半の活動のくくりをフォーラムなどでしてもよいのかと思う。

❑　実が熟れていないのだから何かをさせようとしてもうまくいかないのではないか。
❑　市民自治推進委員会の検証であれば、取り組みやすいのではないか。内部の話になってしまうのかとも思うが。
❑　ニセコ町の職員に来ていただいて市民に市民自治の普及活動をやっていただいてもいいのかと思う。
❑　現場で携わってきた人の話だから面白いと思う。

❑　これから実施するとなると時間もないので、前回の市民フォーラムの残金を使用してもよいのかと思う。

❑　次回の運営委員会で提案したいと思う。

❑　どういう内容で講演してもらうのか、また、パネルディスカッションを行うのかも決める必要があるのかと思う。（事務局）
❑　ニセコ町の職員を呼んで市民自治推進委員会にどうプラスになる話をしてもらうか決める必要がある。
❑　講演をしてパネルディスカッションや座談会をしてはどうかと思う。

❑　講演をしてもらったのち、前回のようフィッシュボウルで行うのもよいかと思う。基本条例のパイオニアであるニセコ町の職員を招き、現状について話してもらうことで、市民自治推進委員会にとってプラスになると思う。
　　講演には市民自治推進委員会の委員を増やす目的もあったと認識している。（事務局）

❑　現状を聞くことは参考になる。参集人数も１００人でも良いが、５０人でも良いと思う。
❑　フィッシュボウルは話し合う時間が少なすぎる。前回はフィッシュボウルの出席者として参加したが、意見を言いっぱなしで意見交換にならない。

　　それであれば、講演会だけでも良いかと思う。

❑　事前に市民自治推進委員会のあり方などの検証等について行う必要がある。
❑　これから市民自治推進委員会がしなければならないことがあるので、講演会だけでも良いと思う。
❑　講師はニセコ町の片山さん。資金は前回の残金プラス資料代として２００円から３００円を参加者にご負担いただく。開催時期は２月末までを予定したいと思います。

❑　ニセコの自治推進の現状と今後の課題にテーマを設定してはどうか。

❑　現状と課題でも良いかと思うが、一般的には堅いからやわらかくする必要がある。

　　講演会、講演会プラスフィッシュボウル、フィッシュボウルのみのパターンから手法を考えたい。

議　題　５．事業仕分けについて
❑　（資料に基づき事務局から説明）
❑　市の内部評価の調書はだいぶ良くなった。

　　毎年工夫しているだけの成果が出ている。

　　これに具体的な費用の内訳がのれば完璧だと思う。
❑　構想日本の事業仕分けは、廃止できない事業はテーブルに載せないほうがいいとのことであり、骨抜きになっている。役人の理屈、机上の空論、こんな程度であれば事業仕分けは実施しなくてよい。温かい血が通っていない作業。
❑　現在、登別版の事業仕分けの手法について研究を進めています。（事務局）

◆次回開催日時　　平成２０年１２月１９日（金）　１８：３０～

　　　　　　　　　市役所２階　第２委員会室
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